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概要                                  
 
1. 調査の目的と方法 
近年、大学・高専において、産学連携・地域貢献は、教育、研究と並ぶ中心的な活動の

一つとみなされるようになっている。特に、地方国公立大学・高専は、アカデミックな世

界での活躍とともに、地域社会の一員としての役割が地域から強く期待され、地域イノベ

ーションシステムの構築・発展において鍵を握る存在であるといえる。しかし、大学・高

専側に対してのみ産学連携の実施状況を調査するという従来の調査方法には課題がある。

そこで本調査では、「産学連携」を、技術移転や共同研究など従来型の産学連携より広範に

捉え、企業における産学連携の実施状況、産学連携による成果やその課題の把握を目指し

実施した。今後の大学・高専の産学連携活動や、国や地方自治体による産学官連携支援の

政策支援のあり方を検討する材料を提供したい。 
本調査は、鹿児島大学産学官連携推進機構 中武貞文 准教授(科学技術政策研究所 客員

研究官)との共同研究として実施した、鹿児島県地域を対象としたケーススタディである。

鹿児島県製造業企業と、鹿児島大学をはじめとする地域の大学・高専との連携に焦点を当

てた。中武貞文は、2011 年 12 月に鹿児島県内の製造業企業 500 社に対して調査票を郵送

し、162 社の有効回答(回収率 32.4%)を得た。また、別途 2 社に対してインタビューを実

施し、調査票郵送方式・インタビュー形式あわせて 164 社の有効回答を得た。 
本調査における「産学連携」とは、以下の内容を指す。 
・大学・高専教員に対する技術相談 
・研究開発 … 共同研究、委託研究、奨学寄附金等を提供して実施した研究開発等 
・大学・高専にある研究装置・設備の利用 
・大学・高専を利用した自社従業員の人材育成 … 技術講習会・人材育成講座の利用、

従業員の大学院等への就学支援、従業員を大学に研究員として派遣 
鹿児島県の製造業の特色として、製造業全体に占める企業数の業種別構成比でみると、

「食料品製造業」(鹿児島県 26%、全国 9%)、「飲料・たばこ・飼料製造業」(鹿児島県 15%、

全国 2%)の構成比が高く、これら食品系企業が多いことがあげられる。鹿児島県内には、

理系の大学・高専として、鹿児島大(国立)、鹿児島高専(国立)、第一工業大(私立)がある。 
 
2. 鹿児島県製造業企業における全般的な産学連携の実施状況 
(1) 本調査回答企業の 3割の企業で産学連携の経験あり。最多の連携内容は「研究開発」。 

本調査回答企業の3割にあたる49社が、

これまでに産学連携の経験ありと回答し

た。連携内容では、1 位「研究開発」、2 位

「技術相談」、3 位「自社従業員の人材育

成」の順に多かった(図 概－1)。 
企業が連携相手とする学部別でみると、

「工学部」と「農学部・水産学部」でほと

んどであった。 
 図 概－1 産学連携経験の有無と連携内容 
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(2) 産学連携の開始時期は 2000 年代が大半。2000 年代以降、小規模企業にも拡大。 

 産学連携経験のある企業のうち、3 分

の 2 にあたる 33 社が、2000 年代以降に

連携を開始したと回答(図 概－2)。2000
年代以降、資本金、雇用従業員の小規模

な企業でも連携が増加している。 

図 概－2 産学連携の開始時期 (企業数) 
 
(3) 産学連携のきっかけのトップは、大学・高専教員との以前からの付き合い。人的ネッ

トワークが産学連携の重要なきっかけになっている。 

産学連携のきっかけの1位は「大

学・高専の先生と以前から付き合

いがあった」、2 位は「行政や商工

会議所から紹介された」、3 位は「大

学・高専の卒業生が社員にいた」

であり、人的ネットワークが連携

の重要なきっかけになっていた

(図 概－3)。 

図 概－3 産学連携のきっかけ (複数回答あり) 
 
(4) 本調査回答企業の 5 割の企業で公設試との連携の経験あり。最多の連携内容は「技術

相談」。 

本調査回答企業の5割にあたる86社が、

これまでに公設試との連携の経験ありと

回答した。連携内容では、1 位「技術相談」、

2 位「研究装置・設備の利用」、3 位「自社

従業員の人材育成」の順に多かった(図 概
－4)。 

図 概－1 と比較すると、大学・高専と

は「研究開発」と、公設試とは「技術相談」

というように、企業が内容によって連携相

手を使い分けていることがわかった。 図 概－4 公設試との連携経験の有無と 
連携内容 
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(5) 本調査回答企業の半数以上が、今後、産学連携の意向あり。 

本調査回答企業の 56%にあたる

90 社が今後、産学連携の意向あり

と回答した。本調査回答企業の

25%にあたる 40 社は、県内の大学

等と連携したいと回答(図 概－5)。
また、現時点では連携経験がない

ものの、今後、連携したいと回答

した企業は、本調査回答企業の

29%にあたる 47 社存在した。これ

ら企業が連携していない理由で

は、「大学・高専とのコネクション

がない」「大学・高専の研究内容を

知らない」が多かった。 
図 概－5 今後の産学連携に対する意向(単一回答) 

 
(6) 大学・高専理系卒業生採用企業は、非採用企業に比べ、産学連携に活発に取り組む。 

 大学・高専の理系卒業生を採用している企業のうち、52%が産学連携の経験があるのに

対し、非採用企業のうち産学連携経験がある企業は 24%に留まり、大きな差異がみられた

(図 概－6)。 

 
図 概－6 大学・高専の理系卒業生採用と産学連携との関係 

注) 「技術相談」「研究開発」「研究装置・設備の利用」「自社従業員の育成」の各項目は複数回答有り。「(連
携あり 計)」は、これらのうち 1 つでも連携していると回答した企業を重複なく集計したものである。 

 
3. 鹿児島県製造業企業における鹿児島大学との連携状況 
(1) 本調査回答企業において、産学連携の経験がある企業のうち4分の3の企業(37社)が、

鹿児島大学と連携した経験あり。 

 本調査回答企業において、産学連携の経験がある企業 49 社のうち 4 分の 3 の企業(37
社)では、鹿児島大学と連携した経験があった。また、鹿児島県内の大学・高専等のみと連

携している企業は 36 社あった(図 概－7)。 
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図 概－7 企業がこれまでに連携した大学・高専名(複数回答あり)および連携大学等の地理的範囲 

注) 「連携大学等の地理的範囲」の 1 段目は、当該地域ブロック内のみの大学等と連携している企業数を

示す。2～5 段目は、複数の地域ブロックにまたがって大学等と連携している企業数を示す。 

 
(2) 県内企業と鹿児島大学との連携は、2000 年代に活発化。大学教員との対面接触の頻度

では、「半年に 1～2回程度」が、鹿児島大学連携企業の 4割を占める。 

鹿児島大学と連携した企業のうち、2000 年代に連携を開始した企業は 43%を占める(図 
概－8)。地理的にみると、1980 年代・1990 年代に連携を開始した企業は、県本土のみに

まばらに存在していた。2000 年代には、鹿児島市内の連携企業数が急増した。県全域でも

大幅に増加し、種子島・屋久島・奄美大島など離島にも拡大した(図 概－10)。大学教員と

の対面接触の頻度では、「半年に 1～2 回程度」が、鹿児島大学と連携した企業の 4 割を占

める(図 概－9)。 
 

図 概－8 鹿児島大学連携企業の 
連携開始時期 (接触頻度別) 

図 概－9 鹿児島大学連携企業における 
鹿大教員との対面接触頻度(連携開始時期別) 
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(a)1980 年代以前 (b)1990 年代 (1990～1999 年) 

(c)2000 年代 (2000～2009 年) (d)2010 年代 (2010～2011 年) 
図 概－10 鹿児島大学連携企業の地理的状況 (連携開始時期別図) 

 
(3) 鹿児島大学との連携が役立った中身としては、「新製品の開発」「ブランドイメージの

向上」が多い。 

鹿児島大学との連携が役立った

中身として、1 位「新製品の開発」、

2 位「ブランドイメージの向上」、

3 位「生産工程の改良」の順に多か

った。食品系企業では「ブランド

イメージの向上」、非食品系企業で

は「新製品の開発」と回答した企

業が多かった(図 概－11)。 

図 概－11 鹿児島大学との連携が役立った中身 
(複数回答あり、食品系・非食品系別) 
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する研究開発」。 

鹿児島大学の産学連携に対して強化・改善してほしいこと(特になし、無回答を除く)の
回答を 1 位×3 点＋2 位×2 点＋3 位×1 点で得点換算したところ、最多得点は「製品化に

直結する研究開発」、2 位は「技術相談」、3 位は「技術情報の収集・分析・発信」であっ

た(図 概－12)。 

 
図 概－12 鹿児島大学の産学連携への強化・改善要望事項(得点換算) 

 (本調査回答企業 164 社対象)  
注 1) 「特になし・無回答」は除く。 
注 2) 得点：1 位回答数×3 点＋2 位回答数×2 点＋3 位回答数×1 点 
 
4. 本調査の示唆 
本調査に回答していただいた鹿児島県製造業企業では、回答企業の 3 割にあたる 49 社

で産学連携の経験があると回答し、産学連携の相手として 37 社が鹿児島大学を選択して

いた。2000 年代以降に鹿児島大学と連携を開始した企業が増え、地理的にも県本土だけで

はなく種子島・屋久島・奄美大島など離島にまで拡大した。これは国立大学の法人化や産

学連携に対する政策支援が充実した時期と符合する。同時期には、鹿児島大学の方針とし

て地域貢献が打ち出されるとともに、農学部付属焼酎・発酵学教育研究センターの設立等、

具体的な取り組みも進んでおり、これらが相俟って効果を生み出したと考えられる。鹿児

島大学と連携した企業は、「新製品の開発」や「ブランドイメージの向上」などで企業活動

に役立ったと評価している。また、本調査回答企業の 5 割にあたる 86 社は公設試と連携

しており、大学・高専とは「研究開発」、公設試とは「技術相談」というように、企業が内

容によって連携相手を使い分けていることもわかった。 
本調査では、大学・高専と企業の連携を従来より広範に捉え、大学・高専卒業生の就職

等と関連付けて把握することを試みた。その結果、研究開発や技術相談といった産学連携

の活発さは、卒業生の就職と関係があることが明らかになった。また、大学と企業間の人

的ネットワークが既に存在することが、産学連携の重要なきっかけになっていたことも明

らかになった。今後、大学・高専は、卒業生とのリンクを活用しつつ、学生の産業教育や

就職、社会人技術者教育までを含めた、より広い意味での産学連携実施体制を構築してい

く必要がある。 
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